
 
 

 
 

実施要領等改定内容 

（令和６年２月 20 日以降適用） 

令和６年２月 20 日以降適用の実施要領等の主な改定内容は以下１から３のとおりです。 

改定する実施要領等は、別紙「ICT 活用工事 実施要領等一覧（令和６年２月 20 日以降

適用）」参照してください。要領等の改定箇所は要領等の「見え消し版」を参照してくださ

い。 

 

１ 発注者指定型の対象拡大 

 (1) ICT 土工（改定） 

   対象目安を、土工数量を 3,000m3 以上から 1,000m3 以上の工事に変更する。 

   発注者指定型の特記仕様書の運用を以下のとおりに変更する。 

   （従来の ICT 土工の発注者指定型は、発注者指定型(ICT 活用施工)となる） 

   ＜改定後運用＞ 

   ア 当初設計額が 2,500 万円以上かつ、土工量が 3,000m3 以上の工事 

発注者指定型(ICT 活用施工)による発注とする。 

   イ 当初設計額が 2,500 万円以上かつ、土工量が 1,000m3 以上 3,000m3 未満の工事 

発注者指定型(簡易型 ICT 活用工事)による発注を基本とするが、現場条件等を

勘案し、発注者指定型(ICT 活用施工)による発注とすることができる。 

    

 (2) ICT 舗装工（追加） 

   ICT 舗装工の発注者指定型を追加する。 

   ＜追加後運用＞ 

   ア 当初設計額が 2,500 万円以上(消費税含む)かつ、舗装面積 2,000m2 以上の工事

を対象目安とする。 

 

２ 新工種の追加 

(1) ICT 構造物工(橋梁上部) 受注者希望型 

(2) ICT 構造物工(橋脚・橋台) 受注者希望型 

 

３ その他改定事項 

 (1) ICT 法面工の「法面整形工 1000m3 未満」を、ICT 土工に移動 

 (2) ICT 活用工事として発注していない工事において、受注者から希望があった場合は、

協議できる旨を実施要領に追記（運用変更なし、明確化） 

 (3) ICT 活用工事報告様式の削除 

 (4) 発注工種を、県の建設工事入札参加資格の種類に修正 

 



 
 

 
 

４ 改定後のフロー 

 


